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この調査は、PwCスポーツビジネ
ス・アドバイザリー・チームにより、
2018年5月～ 6月にかけて実施され
た。世界中のスポーツ産業界リー
ダーにオンラインで質問票を配布し、
回答を得ている。スポーツ業界の多
くの有力者が、スポーツ産業の情勢
について独立した視点からの示唆を
提供するという当社のビジョンを支
持し、質問票を広く共有いただいた。

その結果、多くの地域と業界セグメ
ントから回答を得ることができた。
PwCのグローバルネットワークも、
幅広い参加（特にアジア）を促進し
た。当社の質問票には、合計で42カ
国の470人から回答をいただいた。
参加者は、必ずしも全ての質問に回
答していないため、本報告書では質
問に対する具体的な回答数ではなく
割合としてグラフで表示している。

本報告書は、主にこうした関係者
からの回答を分析したものである。
ドイツの大手独立系国際スポーツ
マ ー ケ テ ィン グ 調 査 会 社 で あ る
Intelligent Research in Sponsoring
社から提供されたデータや机上での
調査結果も加えている。
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PwCが毎年実施しているスポーツ産業調査の2018年版が完成しました。今年は、回答し
ていただいた業界リーダーの数が2倍以上に増えました。このため、非常に幅広い意見が得ら
れ、分析を通じて業界にとって特に意義ある情報を得ることができました。

全体としてスポーツ業界のリーダーは、デジタルメディアの消費が進むにつれて情勢が不安
定になると予想しており、やや業界の混迷をうかがわせます。ただ、スポーツ放映権の利用の
背後でビジネスモデルの変化が加速しているにもかかわらず、回答者は、スポーツコンテンツ
への強い需要にけん引された安定した市場成長を期待しています。つまりスポーツの魅力は衰
えていません。

業界の成長と脅威に関する全体的な評価に加え、本報告書では、三つの分野を特に深く分
析します。第一は、スポーツメディア情勢の未来はどうなるか。第二は、今後、どのようにス
ポーツスポンサーシップを通じてROIを高めるか。第三は、急成長中のeスポーツ分野にどう
取り組むか、です。大まかに言って、スポーツのデジタル消費に向けた移行は進み、メディア
界に破壊的な変化を引き起こしています。スポンサーは時代に追いつかず、ミレニアル世代の
消費者とのつながりかたを理解できていません。また、eスポーツの商業的な影響力は非常に
大きく、従来のスポーツ業界も無視できません。

回答者の継続的な増加により、PwCは多くの地域、関係者グループ、業界セグメントを代
表する意見を得ています。したがって私は、独立した、世界を代表する、権威ある業界情勢の
スナップショットを提供するというPwCのビジョン達成に、この調査が貢献することを確信
しています。

ご協力ありがとうございました。

PwC スイス
David Dellea
Head of Sports Business Advisory

ごあいさつ
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　昨今、貿易摩擦や不透明な政策など世界経済に対する不透明感が増し、各国のビジネスリー
ダーがその成長に警戒感を示す＊1なか、本稿で取り上げるスポーツ産業のリーダーたちは力強
い成長期待を示しています。それは、世界全体の経済成長率が3.7%＊2とも予測される一方で、
本調査における成長期待は昨年に比べると若干の減速はあるものの7.0%という高い値を示し
ていることからもうかがえます。

　いわゆるモノ消費からコト消費への変遷が指摘されて久しいですが、その場所・その瞬間に
おいて唯一無二のドラマを生み出すスポーツというコンテンツに対する希少性が再認識され、
競争が激化していることに起因しているものと考えられます。

　日本においても、2015年にスポーツ庁が創設されて以来、スポーツで稼ぐという雰囲気が
醸成されつつあります。スポーツという産業はクラブチームやアスリートといった競技者を中
心としつつも、その周りには競技団体やメディア、エンターテインメント、スタジアム・アリー
ナなどの施設設備、ツーリズム、教育、健康などさまざまな企業・産業との関わり合いを持っ
ています。現在、こうした多様な企業・産業を巻き込み新たな価値を生み出そうという取り組
みが活発化しており、ラグビーワールドカップ2019日本大会、2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会を経て、今後数年は高い成長が期待されているところです。

　こうした成長を見据えたとき、世界各国のスポーツ産業のリーダーたちはどういう変化に着
目し、SNSやOTTといった新たなテクノロジープラットフォームをどのように取り込んでいく
のだろうか。そして、無視できない存在となりつつあるeスポーツというビジネスとどう付き
合っていこうとしているのか。こうした点について理解することは日本のスポーツ産業の今後
の成長においても重要なことと考えます。

　このスポーツ産業におけるThought Leadershipは、PwCスイスが中心となり毎年実施し
ており、今回調査からはアジア圏もその対象に含まれています。そのため、日本国内のスポー
ツ産業関係者の方々のご意見を踏まえた内容になっており、例年に比べより皆さまの感覚に近
い分析になっているものと期待しています。

　文末とはなりますが、今回の調査にご協力いただいた皆さまに感謝申し上げます。

鹿島 章
PwCコンサルティング合同会社
代表執行役会長

菅原 政規
PwCコンサルティング合同会社
公共事業部　シニアマネージャー

＊1 : �22nd Annual Global CEO Survey (https://www.pwc.com/gx/en/ceo-agenda/
ceosurvey/2019/jp)

＊2 : IMF予測（2019年）(https://www.imf.org/en/publications/weo)
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時代の変化を 
どう乗り切るのか？

過去 vs.今後の成長 今後の成長が期待される 
スポーツ Top10

View from the top

注目のコンテンツとチャネル
今後3年～5年

スポンサーがROIを向上させるうえで注目すべき領域（回答率が高い順）

過去の成長と今後3年～5年の比較

世界的に収益が伸びることが期待されるスポーツ

パーソナライズされたコンテンツが主役

7.7%
過去の 

平均成長率
7.0%

今後の 
平均成長率

放映者のために 
ブランディングされた 

コンテンツ

パーソナライズ 
されたファン／ 

顧客向けコンテンツ 
（CRMデータの 

改善による） 権利保有者のために 
ブランディングされた 

コンテンツ

1

2 2

73%

46.7% 46.7%
2. 生放送

3. チームやアスリートの独自コンテンツ

4. ファン向けコンテンツ

1. ハイライト／オンデマンド

2. 純粋なOTTプラットフォーム 
（DAZN, Netflix等）

3. 権利保有者自らによる 
OTTプラットフォーム

4. 従来の放送局による 
OTTプラットフォーム

1. テクノロジー企業 
（Facebook, Amazon, Google等）

4 9

5 10

大衆参加型 
スポーツ テニス

ボクシング／ 
格闘技 クリケット

1 6eスポーツ ラグビー

3 8バスケット 
ボール 自転車

2 7サッカー アメリカン 
フットボール
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業界の脅威 Top5

若い世代の消費行動の変化

1 71.8%

回答率が高い順

スポーツ以外のエンターテインメントへのアクセスの充実

2 54.2%
スポーツコンテンツにお金を払う意識の低下

3 32.5%

スポーツに係る団体・協会に対する信頼の低下

4 31.4%

非合法ストリーミングサービス等の普及

5 25.5%

マーケットセグメント 
別成長率

パーソナライズされたコンテンツが主役 スポンサーは「理解」している?

56.3%
の業界リーダーは、スポンサー企業の 
幹部が消費者の行動変化を理解できて 
いないと認識

自身と関連性の高い種目の
eスポーツチームを設立 

（サッカーチームであれば
FIFA 18等）

デジタルメディアの 
権利

既存のeスポーツチームの 
買収または 

パートナーシップ締結

独立した 
eスポーツブランドの展開

全く新しいファン層を
ターゲット

競技にこだわらずさまざまな 
種目のeスポーツチームを設立 

（League of Legends,  
Dota 2, Counter-Strike等）

eスポーツ事業の 
新規立ち上げ

自身のブランドを 
eスポーツに拡大

従来のファン層を 
ターゲット

64%

74%

84%

83%

36%

26%

16%

17%

スポンサーシップおよび 
広告

ライセンスおよび 
物販

参加費

チケットおよび 
ホスピタリティ

従来の 
テレビ放映権

11.5%

5.5%4.8%

4.4%

3.8%

3.2%

eスポーツに参入するとき?

今後3年～5年

回答者の割合

70.5%の回答者が参入すべきと答えたが、 
どのように参入すべきだろうか？
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過去3～5年間 今後3～5年間

全体

7.0
7.7

-9.2%

北南米

6.0
6.5

-8.2%

太平洋地域

5.1

5.8

-11.0%

アジア

7.9
7.4

5.7%

欧州

7.1

8.2

-13.7%

6.4
5.8

中東・アフリカ

10.4%

The state of the sports industry

The state of the 
sports industry

市場は安定して成長しており、アジアは最も楽観的、 
一方欧州は最も悲観的な見通し

出典：PwC分析、N = 406, 414

David Dellea

毎年、PwCは業界のリーダーに対
し、収益構造やスポーツの種目ご
との業界全体の成長、および業界
が直面する主な脅威について考え
を尋ねている。これにより、業界が
今後3～5年間でどう変化するか、
マクロな視点を提供している。本
報告書では、調査結果の要点に加
え、それらがスポーツ業界の主な
関係者にどんな影響を与える可能
性があるかを掘り下げている。
全体としてスポーツ業界のリーダ
ーは、従来どおりのメディア収益と
スポンサーシップ収益による安定
した市場成長を見込んでいる。た
だし、それらの収益を支えるビジ
ネスモデルは着々とデジタルに移
行している。
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回答者の地域別による市場成長の見通し 
今後3～5年間の年間成長率の予測



スポーツ業界のリーダーは全般的に、
業界の成長率が過去3年～5年の7.7％か
ら今後3年～5年には7％に下がる（つま
り9.2％の減速）と予想している。ただ、
2017年度調査では、同時期の成長率が
8％から6.4％に下がる（20.7％の減速）
と予想していたことと比較すると、不安
は軟化している。これに関してPwCでは、
従来型からデジタルメディアへとコンテ
ンツ消費の移行が進むにつれ、業界全体
の市場情勢が安定し、スポーツ業界のリー
ダーが引き続き絶対的な意味での健全な
成長を予想していることを示唆している
と考えている。

2022年までの成長予想を見ると、アジ
アの回答者が最も楽観的であり、7.9％の
成 長 を 予 想している（ 過 去3～5年は
7.4％）。次に楽観的なのは欧州の回答者
で、7.1％の成長を予想しているものの、
これは過去3年～5年の成長率8.2％とい
う認識と比較すると13.7％の減速となる。
中東とアフリカの回答者は、過去3～5年
の5.8％の成長率が、今後3～5年間には
6.4％に上昇すると予想している。これは
10.4％の加速である。南北の米国の回答
者は、成長率が6.5％から6％に下がると
予想している。これは8.2％の減速であり、
特に北米の成長飽和に対する業界懸念を
示唆している可能性がある。最後に、太
平洋地域の回答者は、成長率が5.8％から
5.1％に低下する（11％の減速）と予想し
ている。

放送局やリーグと比べ、 
スポーツテクノロジー企業は楽観的

過去の成長と未来の成長に対する認識
を関係者別に見ると、最も楽観的なのは
スポーツテクノロジー企業（7.6％から
8％、成長加速6.1％）である。これは、
技術革新が利益をもたらす可能性の大き
さを反映している。

出典：PwC分析、N = 406, 414

過去3～5年間 今後3～5年間

リーグ／ 
イベント運営者

7.7

9.7

-20.6%

スポーツテクノロジー 
企業

8.07.6

6.1%

スポーツ競技団体

6.87.4

-8.3%

（スポーツ） 
マーケティング代理店

6.97.0

-1.7%

スポーツチーム

7.1
7.9

-9.5%

教育機関／公共機関

7.3
6.9

5.7%

ブランド／ 
スポンサー

7.37.6

-4.1%

6.6
7.7

その他／ 
コンサルティング等

-13.9%

放送局／ 
メディア企業

6.3

9.2

-32.2%
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関係者別に見た市場成長の展望 
3～5年間に予想される年間成長率



一方、放送局／メディア企業は最も悲
観的な関係者である（9.2％から6.3％、
成長減速32.2％）。リーグ／イベント運営
者も大幅な減速を予想しているが、それ
でも7.7％の成長を見込んでいる。これは
スポーツテクノロジー企業に次いで第2位
である。これは、現在の市場にある各種
の要因を反映していると考えられる。比
較的大きな要因として、業界が従来と比
べて価格の圧力を強く受けていることが
挙げられる。主に、他のエンターテイン
メント形態との競争が激化し、消費者の
購買意欲が減退したことが原因である。
加えて、こうした減速に影響しているの
が、市場の飽和、特に国内側の飽和により、
一部のトップリーグにおいて放映権の価
値が停滞していることである。

モデルが進化しても放映権と 
スポンサーシップの成長は持続

スポーツ業界のリーダーが将来の成長
をどのように認識しているかを収益スト
リーム別に見ると、デジタルスポーツ放
映権が最も有望なセグメントとされ、今

後3年～5年で11.5％の年間成長率が予想
されている。これは、従来のテレビ放映
権のセグメント（3.2％）の3.5倍以上に
相当する。従来型からデジタルへの継続
的な移行を考えれば、この数字は驚きで
はない。今後、従来のテレビ放映権の価
値が低下すると予測している回答者もい
るが（最低で−2.7％）、回答者の過半数
はまだ平均3.2％の成長を予想しており、
移行中でもこのチャネルの重要性を無視
すべきではない。多くの人、特に高齢世
代が、まだテレビでスポーツ生中継を観
たいと思っているという事実を忘れては
ならない。全米プロゴルフ選手権が、こ
うした事実の良い例である。視聴率は昨
年に比べて73％も増加した。タイガー・
ウッズがこのタイトル獲得に挑んでいた
が、英国の従来型のテレビ放送局が放映
権を獲得していなかったため、ファンは
デジタルストリーミングプラットフォー
ム「Eleven Sports」への加入に殺到した。
これは、スポーツプロパティ（リーグ、チー
ム、施設、イベントなど）が視聴者の特
徴を理解し、それぞれの好みに対応すべ
きであることを明確に示している。

次に有望なのはスポンサーシップと広
告であり、健全な5.5％の成長が予想され
ている。これは、スポンサーがデジタル
技術によって得る機会の急速な増大を反
映している。デジタル消費が優勢になる
につれ、スポンサーがターゲットとする
顧客・消費者層に対し、より近いレベル
で到達するためにはさまざまなプラット
フォームの情報を活用できることが優位
性の確保につながる。特に、仮想広告技
術の開発と普及が進むにつれ、これは全
世界に顧客・消費者層を持つスポーツプ
ロパティにとって重要となる。結局のと
ころ、スポーツスポンサーシップのモデ
ルは進化し、成長の機会が不足すること
はない。

The state of the sports industry

デジタル消費が優勢になるにつれ、
スポンサーがターゲットとする顧
客・消費者層に対し、より近いレ
ベルで到達するためにはさまざまな
プラットフォームの情報を活用でき
ることが優位性の確保につながる。
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デジタルメディア権利

6.3%

16.6%

11.5%

スポンサーシップ＆ 
広告

10.1%

0.9%

5.5%

ライセンス＆ 
マーチャンダイズ

8.8%

4.8%

チケット＆ 
ホスピタリティ参加費

8.5%

-0.1%0.3%

4.4%

0.9%

従来型テレビ放映権

9.2%

-2.7%

3.2%

7.8%

3.8%

0%

出典：PwC分析、N = 377-414
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収益源ごとによる期待される今後3～5年の年間成長率 
（%=予測年間平均成長率） 
矢印は回答の統計的信頼区間を示す



The state of the sports industry

潜在的な成長性において、 
eスポーツがサッカーを上回る

どのスポーツが世界で最も収益を増加
させる可能性が高いかという質問に対
し、スポーツ業界のリーダーは、2017年
にはサッカーと回答したのに対し、今回
は圧倒的にeスポーツを挙げた。eスポー
ツのセクションで詳細に検討するが、
2022年までにeスポーツ経済が2倍に成
長すると予測されていることを考えれば、
これは当然の結果である。

本当の意味での唯一のグローバルス
ポーツであるサッカーの継続的な成長予
想は、まだあまり成熟していないサッカー
市場における継続的な成長の取り組みに
よって説明できる。さらに、2026年のワー
ルドカップは規模が2倍になり、参加国
が16カ国増えることも、世界的なサッ
カーの発展を強く支えると思われる。同
様の影響は、欧州の最近の動向からも予
想される。例えば、各国チームが競う
UEFA Euro 2020や 新 た に 創 設 さ れ た
UEFAネーションズリーグは、大陸全土で
試合に対する投資を刺激するだろう。
NFLやNBAに続き、海を越えて米国とカ
ナダで試合を開催するというラ・リーガ
の決定は、この美しいスポーツの継続的
な成長にとって重要な出来事である。

他の世界的なチームスポーツについて
言えば、バスケットボールが第3位を占め、
来年中国で開催されるFIBAバスケット
ボール・ワールドカップで大きな盛り上
がりが予想される。インフラへの公共投
資は現時点でも3億人にのぼるバスケット
ボール人口を背景として、インフラへの
公共投資も積極的に行われている。

注目すべきは、大衆向けスポーツが4
位に入っていることである。回答者の半
数以上が「アクティブなライフスタイル
の流行」がスポーツ参加を大きく促進し
ていると考えている。確かに、分析によ
れば、マラソン参加登録の年平均成長率

（CAGR）は2013年から2017年まで5.6％
であり、2022年まで同様のペースで伸び
るとみられる。それほど高くないものの、
トライアスロンの参加登録も2013年から
2017年まで増えており（CAGRは1.5％）、
2022年までに2.5％の成長が予想される。
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eスポーツ

68.6

80.1

100

64.4
61.3 59.2 58.6 58.1

バスケット 
ボール

大衆参加型 
スポーツ

ボクシング／ 
格闘技 ラグビー アメリカン 

フットボール 自転車 テニス クリケット

74.9
81.7

サッカー

独走状態 追走集団の筆頭伝統的な 
強豪グループ

追走集団から 
抜け出したグループ

出典：PwC分析、N = 353-419
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世界的に収益増加が見込まれるスポーツ Top10 
加算方式によりスコアを算出



The state of the sports industry

消費者の行動変化に伴う 
多くの脅威

2017年、業界が直面した最大の脅威
は、若い消費者層の行動変化だった。ス
ポーツ業界リーダーの3分の2以上が、ス
ポーツ業界が最も懸念すべき脅威に挙げ
ている（前年の56.6%から上昇）。これは
不思議ではない。近年の調査で、若い世
代は従来のテレビではなくモバイルデバ
イスで娯楽を楽しむ傾向があることが分
かっているからである。

この世代の購買力が今後伸びていくこ
とを考えれば、業界にとってその行動を
理解することを最優先するのは当然であ
る。スポーツコンテンツや配信チャネル
も彼らの嗜好に合わせていく必要がある。

他のエンターテインメントへのアクセ
スは、このランキングで3位から2位に上
昇した。回答者の半数以上が最大の脅威
として選択している（2017年から28.6％
増加）。Netflixが2018年にオリジナルコ
ンテンツに80億米ドルを投資し、eスポー
ツとゲームの人気が上昇するなど、エン
ターテインメント分野の競争は熾烈であ
る。PwCでは、今後しばらくはこの脅威
がトップだろうと予想している。第1位の
脅威と関連して、Adidasのグローバルク
リエイティブディレクターがこのほど主
張したように、若者の注意を引こうとす
る者はほとんど誰でもライバルである。

出典：PwC分析、N = 443

若い消費者層の行動変化

スポーツ以外のエンターテインメントへのアクセスの充実

スポーツコンテンツにお金を払うことに対する意欲の低下

スポーツに係る団体・協会に対する不信感

非合法ストリーミングサービス等の充実

八百長の影響

反ドーピングコンプライアンスの対策不足

71.8%

54.2%

32.5%

31.4%

25.5%

14.7%

9.7%

Netflixが2018年にオリジナルコン
テンツに80億米ドルを投資し、eス
ポーツとゲームの人気が上昇する
など、エンターテインメント分野の
競争は熾烈である。

若者が払うことのできる金額には限度が
あり、それを争うことになるからである。

第3位は、スポーツコンテンツに消費
者がお金を払おうという意欲の低下であ
る（32.5％）。これは、最も広く蔓延した
脅威として第5位に挙がっているプライ
バシー／違法ストリーミングと強く関連
している（25.5％）。有名なサウジアラビ
アのBeoutQの事件は、この問題に対する
回答者の意識を高めた。競技団体への不
信感は、第2位から4位へと下降した。脅
威のトップに挙げた回答者は31.4％にと

どまった（2017年は47.1％）。八百長行
為（2017年の21.7％から14.7％に低下し、
トップ5から脱落）とドーピング対策

（2017年の13.8％から9.7％に低下）も、
大きな脅威と認識されていない。これら
は倫理的な問題のため、マスコミや競技
団体の間で注目を浴びることはあっても、
一般に業界リーダーにとっては大きな懸
念とならないと言うこともできよう。
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業界の脅威 
回答者の割合、三つまで選択可



出典：IRIS Intelligence｜Market Research - 02/2018 - CAWI - Survey N = 301
回答者：25の市場から選定

出典：TV｜Online｜IRIS Intelligence｜Ratings analysis, representative for Europe
オンライン視聴 = 携帯電話（スマートフォン）、ラップトップPC、デスクトップPC、タブレット

96%

84%

81%

71%

53%

50%

45%

44%

22%

18%

11%

10%

3%

スマートフォン

（ラップトップ）PC

テレビ

ラジオ

（デスクトップ）PC

DVD ／ Blu-ray再生機器

タブレット

ゲーム機器

ストリーミング機器

E-bookリーダー

インターネット 
非対応携帯機器

スマートウォッチ

VR機器

小学生～高校生 専門学校生／大学生 若手社会人

135’91’
86’

116’
84’ 67’
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14歳～34歳の消費者が日常的に使用するデバイス 
これらのデバイスを日常的に使用する回答者の回答割合

映像を見る際に使用するデバイス：テレビ視聴とオンライン視聴の比較 
セグメント別による若者の視聴形態（テレビまたはオンライン）の比較、1日の平均視聴時間（分）



The state of the sports industry

テレビ視聴 オンライン視聴

出典：TV｜Online｜IRIS Intelligence｜Ratings analysis
オンライン視聴 = 携帯電話（スマートフォン）、ラップトップPC、デスクトップPC、タブレット
５大リーグ = 英国、フランス、ドイツ、イタリア、スペインにおけるサッカーの一部リーグ

6歳～19歳

20歳～34歳

35歳～49歳

50歳以上

7%

3%

38%

14%

27%

22%

28%

61%

思い込みか現実か： 
スポーツ業界のリーダーは 
若い消費者の行動の変化を 
懸念すべきか？

欧州サッカーの近年のテレビとオンラ
インの視聴率を見ると（上記グラフ参
照）、テレビ視聴者のうち35歳未満はわ
ずか17％、オンライン視聴者では45％を
占めている。世代によって差があること

は明らかだ。若い世代も高齢の世代と同
じコンテンツを消費してはいるが、消費
の経路は異なり、スマートフォン、タブ
レット、その他のOTT配信によるデジタ
ル形式を好む。

データ提供：IRIS（Intelligent Research in Sponsoring）
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欧州サッカー 5大リーグの視聴者層（2016-17シーズン） 
従来のテレビとオンライン視聴による視聴者の割合、年齢ごとに分類（合計 = 100%）



出典：IRIS Intelligence｜Market Research - 02 ／ 2018 - CAWI - Survey N = 1,024（16-65歳）、N = 301（14-34歳）
回答者：15の市場から選定

高い確率で 
代替される

35%

9%

恐らく 
代替されるだろう

29%

25%

どちらかというと 
代替されることはない

20%

39%

確実に 
代替されることはない

12%
15%

分からない

4%

12%

6歳～65歳の回答者

14歳～34歳の回答者

15の市場にわたる最近のビデオオンデ
マンド（VoD）ユーザー調査も同様の傾
向を示し（上図参照）、さらにはっきり
と世代の差を見せている。14歳～34歳
の回答者の64％が、従来のテレビサービ
スは全てVoDサービスで代用できると考
えている。16歳～65歳の幅広い年齢層
で見ると、同じ意見の割合は34％にすぎ
ない。

これは、オンライン画面とオンデマン
ド消費の緊密な関係を示し、現代のメ
ディア業界のキャッチフレーズである「い
つでも、どこでも、どのようにでも」に
一致している。さらば、従来のテレビ。
ようこそオンライン画面。判決としては、
コンテンツ戦略に際して、消費者の行動
変化が権利所有者、メディアパートナー、
ブランドにどのような影響を与えるか把
握する必要に迫られているものとみなさ
れる。

判決：
現実

思い込みか現実か：スポーツ業界
のリーダーは若い消費者の行動の
変化を懸念すべきか？
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2018年ビデオオンデマンドユーザー調査における、従来のテレビがビデオオンデマンドに置き換えられる可能性 
ビデオオンデマンド利用者による回答率



Simon Meehan氏
COO and Co-founder, Footbolé

ソーシャルメディアにおいて重要なのは注意
を引くこと。クラブやリーグから、ブランド、広
告主まで、その注意から収益を導く者が勝者
である。

Sports media : 従来の考えを捨て、新しいアイデアを受け入れるべきか？

Sports media : 従来の考えを捨て、 
新しいアイデアを受け入れるべきか？

Lefteris Coroyannakis

PwCは、スポーツ業界のリーダー
に対し、どのようなタイプのコンテ
ンツ、どのチャネル、どんな新し
い企業がスポーツ放映権に関して
メディア界の優位に立つと思うか
を尋ねた。また、スポーツ放映権
の価値がどう変化するか、回答者
が考えているこの価値の主な成長
要因についても述べた。当社の調
査結果は、スポーツメディアの消
費がデジタルプラットフォームに急
速に移行し、テクノロジー企業が
中心的な役割を担うことが増え、
スポーツコンテンツに対する需要
が依然として極めて高いことを裏
づけている。

スポーツコンテンツは王座を譲らず、本格的にデジタル化

スポーツ業界のリーダーは、今後3～5
年間で、あらゆるタイプのスポーツコン
テンツの消費が増えると予測している。
こうした成長は、やや低迷するとみられ
る地上波を除き、全てのメディアチャネ
ルで期待されている。これは、複数のプ
ラットフォームでスポーツコンテンツへ
の高い需要が持続するという業界の自信
を反映している。

最も成長が期待されるスポーツコンテ
ンツのタイプについて言えば、ハイライ
ト／オンデマンドビデオがトップである。
これは、近年増加しているモバイル、オ
ンライン、短時間の消費に適した形態で
ある。さらに、スポーツイベントの最中
だけでなく、その前後に魅力的なコンテ
ンツをファンに提供することも重要性を
増している。とは言え、生中継ならでは
の魅力もあり、生中継はバイヤーの間で

「必須」の地位を維持している。これは、
第2位である生中継コンテンツの成長に

対する回答者の強気な姿勢に表れてい
る。これは、主要スポーツプロパティに
おいて特にあてはまる。

ライブ映像やハイライトビデオに加え、
ユーザー生成コンテンツの人気も調査結
果に反映されており、チーム、選手、ファ
ンが生成したコンテンツの成長が強く予
想されている。ユーザー生成コンテンツ
が持つネイティブ、ソーシャル、拡散的
な性質は若い消費者につながることで、
商業的に非常に大きな意味を持つ。その
ような豊富なコンテンツに恵まれたス
ポーツ業界は、ソーシャルメディアプラッ
トフォームへの興味関心の移り変わりを、
収益に結びつけられる有利なポジション
にある。

ユーザー生成コンテンツが持つネ
イティブ、ソーシャル、拡散的な性
質は若い消費者につながることで、
商業的に非常に大きな意味を持つ。
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チャネルの成長について言えば、テク
ノロジー企業（幅広い意味で）がトップ
に立った。各社のビジネスモデルは異な
るものの、全体として彼らは、純粋な
OTTサービスをわずかに上回って今後 
3～5年間で最も成長の可能性が高いと認
識されている。これは恐らく、近年の市
場 でFacebook、Amazon、DAZNな ど が

評判になっていることに起因するだろ（最
近の進展について詳細は以下を参照）。

回答者に提供した八つの選択肢のう
ち、将来的な成長の点で上位六つはデジ
タルに関連し、下位二つは従来型のテレ
ビ放送に関連するものであった。これは、
デジタル技術による革新が過渡的なもの

かといった議論に終止符を打つものであ
る。新しいデジタル技術は明らかに過渡
的ではない。そして論点は、中期的ある
いは長期的に、従来のプロバイダーとデ
ジタルプロバイダーが共存できるのか、
どのように共存するのかという点に移っ
ている。

2. 生放送

3. チームやアスリートによる 
コンテンツ

4. ファンによるコンテンツ

5. 試合結果／ニュース／データ／統計

6. スポンサーやブランドによる 
コンテンツ

7. オリジナルコンテンツや 
ドキュメンタリー

8. デジタルオーディオコンテンツ

1. ハイライト／オンデマンド

出典：PwC分析, N = 408-425 出典：PwC分析, N = 345-417

2. 純粋なOTTプラットフォーム 
（DAZN, Netflix等）

3. 権利保有者自らによる 
OTTプラットフォーム

4. 従来の放送局による 
OTTプラットフォーム

5. ネイティブコンテンツを用いた 
デジタルチャネル（COPA90等）

6. 非公式ストリーミング

7. 有料テレビ放送

8. 無料テレビ放送

1. テクノロジー企業
（Facebook, Amazon, Google等）

PwCスポーツ産業調査2018  |  19 

今後3～5年間に最も消費されることが予想されるスポーツコンテンツ 
回答数の加算方式によるランキング

今後3～5年間に最も消費者が増えることが予想されるチャネル 
回答数の加算方式によるランキング



今後の放映権の価値について、 
明確な答えはない

スポーツコンテンツの人気が依然とし
て高く、それを消費するプラットフォー
ムが普及しているにもかかわらず、今後
の世界的なスポーツ放映権の進化につい
てコンセンサスはない。回答者が予想す
るシナリオには、（i）永久的に成長を続け
る（34.2％）、（ii）2022年、2026年、
2030年のいずれかにピークを迎え、その
後は低下する（合計で24.4％）、（iii）ど
こかで安定して横ばいになる（21.4％）、
がある。

純粋なOTTプラットフォームとの競争
が激化し、広告収益が従来のテレビから
デジタルプラットフォームに流れるにつ
れ、放映権料の再調達は有料放送局に
とっても地上波放送局にとっても難しく
なっている。しかし、スポーツコンテン
ツが自社のビジネスモデルに必須である
従来の放送局は、権利所有者に全てをな
げうってでもコンテンツにアクセスする
ほかない。一方、独自のコンテンツ戦略
やチャネル戦略を生み出し、視聴者を魅
了するとともに、（新しい）収益ストリー
ムを生成する必要にも迫られている。

市場が従来型のテレビ放送からデジタ
ルに移行するにつれ、従来の企業よりも
大きな利益を得る可能性のある新しいビ
ジネスモデルを持った新規参入者は、こ
れまで飽和していると思われた市場でも、
放映権に対して大幅な成長の展望を提示
できる可能性がある。デジタル企業の

「データ主導型」ビジネスモデルと、より
高い精度で放映権の価値を判断できる能

力があれば、根拠のない憶測につながる
可能性は低く、従来のテレビ放映権オー
クションのような入札争いになることも
ないだろう。また、入札者のビジネスモ
デルが異なる場合には、権利所有者は彼
らにとって何が価値を引き上げているの
かを明確に把握し、交渉を有利に運ぶ必
要がある。

分からない／未回答

出典：PwC分析, N = 430

永続的に成長

短期的に低下し、その後再成長
2022年にピークを 

迎え、その後低下

2026年にピークを 
迎え、その後低下

2030年にピークを 
迎え、その後低下

どこかで安定して横ばいに 10%
21.4%

34.2%

24.4%

10%
11.6%

8.1%

4.7%

スポーツコンテンツの人気が依然と
して高く、それを消費するプラット
フォームが普及しているにもかかわ
らず、今後の世界的なスポーツ放
映権の進化についてコンセンサス
はない。

Sports media : 従来の考えを捨て、新しいアイデアを受け入れるべきか？
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世界におけるスポーツメディア権利の価値の見通し 
回答の割合、選択は一つ



OTTが放映権の 
価値を引き上げる

回答者によれば、スポーツ放映権の価
値を引き上げている最大の要因は、有料
テレビ市場に対する従来とは異なる新規
参入者の存在である。この認識は恐らく、
多くの地域の主要サッカー放映権に関す
る近年のOTTの契約状況に裏づけられる
だろう。回答者が、今後3～5年間のデジ
タルスポーツ放映権の年間成長率を極め
て高い11.5％と予想していることとも一
致する。

2番目に重要な変化は、権利所有者が
消費者に直販（D2C）できるようになっ
たことである。これも、メディアコンテ
ンツを収益化する新たな経路である。最
近の有名な例には、今年5月に始まった
フォーミュラ1のF1 TV、クリスティアー
ノ・ロナウドの移籍と同時に始まったユ
ベントスのJuventus TV、ボルシア・ド
ルトムントがSportradarと提携して再開
したBVB-TVがある。F1 TVには、F1の所
有者であるLiberty Mediaがデジタル放
映権を持つ国でのレース生中継も含まれ
る。ターゲットとするのは、「ペトロヘッ
ド」とあだ名される熱心なF1ファン、中
でも既にスポーツコンテンツをデジタル
で視聴する若い世代である。

3番目はテレコム企業の市場参入であ
る。テレコム企業は、十分な資金を持っ
て放映権の価値を引き上げている。BTは
2016年～2019年のイングランドのプレミ
アリーグの国内放映権争いに参入してSky
と落札を競い、そのおかげでテレビ放映
権全体の価値が50億英ポンドを突破した。
結局、NetflixとAmazonの競争激化により、
BTとSkyはコンテンツ共有に合意し、サー
ビスにおけるスポーツ以外のエンターテ
インメント枠を埋めることになった。

スポーツ放映権の価値を引き上げ
ている最大の要因は、非従来型の
有料テレビ放送局の市場参入で 
ある。

Chris Guinness氏
Head of Asia Pacific, IMG

全ての権利所有者は、顧客と
直接関係を築くことに最優先
で取り組むべきです。
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テクノロジー企業は 
もはや脇役ではない、 
どのプレーヤーが主役になるのか？

世界のデジタルスポーツ放映権市場
で、今後どのテクノロジー企業が優位に
立つと思うかという質問に対し、回答者
はAmazonをトップに挙げた（回答者の

66.5％が選択）。第2位はGoogle ／ You 
Tube（47.1％）、第3位はFacebook（40.2％）
である。それぞれの戦略は異なるビジネ
スモデルに基づいているが、多くのテク

ノロジー企業が交渉のテーブルに並んで
いる。

※�本調査の前日に、Amazonが英国のサッカープレミアリーグとの契約を締結したことを発表したこと、一方でFacebook、DAZNによる同様の�
契約締結については、当調査終了後に発表されたため、回答に影響が生じた可能性がある。

出典：PwC分析, N = 433

Amazon

66.5%

47.1%
40.2%

28.4% 26.3%

Facebook DAZN AlibabaGoogle/ 
YouTube

Sports media : 従来の考えを捨て、新しいアイデアを受け入れるべきか？
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今後デジタルスポーツメディアの領域で優位に立つプレーヤー Top5 
回答の割合、三つまで選択可能



広く報道されているように、2018年の
6月前半、Amazonは、従来型の放送局以
外で、初めてイングランドプレミアリー
グの国内放映権パッケージの一つを取得
し た。こ の パ ッ ケ ー ジ は、2019年 ～
2022年の権利期間のうちシーズンあたり
2日間にわたる20試合で構成され、人気
の高いボクシングデー日程も含まれる。
価格は公表されていないが、そのパッ
ケージは年始めの入札の後で残っていた
二つのパッケージの一つであり、かなり
の割引価格で購入されたと推測されてい
る。しかしながら、Amazonというブラン
ドがスポーツ放映権市場に本格的に参入
したという事実は戦略的に重要な意味を
持つ。またAmazonは、2021年に予定さ
れている次のプレミアリーグ放映権オー
クションまでに、さまざまな収益モデル
を試す十分な機会を得られる。つまり、
同社が得意とすること、つまり関連デー
タの取得および分析によって、Prime加
入者を増やし、顧客のターゲティングを
改善し、売り上げの増加を導くのである。

2018年2月、YouTubeは、幅広いスポー
ツコンテンツをYouTube TVストリーミン
グサービス（現在は月額40米ドルで米国
でのみ提供）に追加すると発表し、コー
ドカッティング（ケーブルテレビからイ
ンターネット視聴への移行）を大きく後
押 し し た。 今 で は、NBA、MLBか ら、
UEFAチャンピオンズリーグ、イングラン
ドプレミアリーグ、大学バスケットボー
ル、主要PGAトーナメントまで、魅力的
なスポーツコンテンツを誇る。スポーツ
ファンがデジタルプラットフォームでコ
ンテンツを消費するのに慣れるにつれ、
YouTubeのテレビコンテンツが米国の消
費者にとって魅力的になることは間違い
ない。

Facebookについ
て 言 え ば、 現 在、
ユーロスポーツの
元最高経営責任者

（CEO）であるピー
ター・ハットン氏
がスポーツコンテ
ンツを推進してい
る。インド亜大陸、
東南アジア、中南
米において最近締
結 し た 主 要 サ ッ
カー大会の放映権
契約（およびその
後の、または期待
されるサブライセ
ンス契約）により、
このソーシャルメ
デ ィア の 大 手 は、
スポーツメディア
放映権の分野でも
しっかりと地位を
確保した。世界に20億人以上のアクティ
ブユーザーを持ち、ユーザーデータを豊
富に蓄積しているFacebookは、広告収益
の点で有利な立場にある。この意味で十
分な規模を持つ同社は、放映権を取得し
たような大規模な市場（ユーザー数の点
で）で、従来の地上波の経済モデルをデ
ジタルに適用することができる。

DAZNも、特にボクシングとイタリア
サッカーにおける最近の多数の放映権取
得で注目を集めている。DAZNはこのほ
ど、ストリーミングサービスを提供する6
番目と7番目の国としてイタリアと米国を
追加した。クリスティアーノ・ロナウド
をグローバルアンバサダーに迎えたこと
で、このスポーツOTTは勢いを増してい
る。しかしながら、スポーツに特化した

OTTが、そのビジネスモデルを実証する
クリティカルマスに到達できるかどうか
はまだ分からない。

理論的には、選択肢の増加、アクセス
の利便性、そして安い価格（少なくとも
短期的には）の全てが消費者にとって朗
報であるはずだ。これは、スポーツ放映
権の新しい競争の時代も意味している。
さまざまな関連企業のビジネスモデルの
有効性と配信規模により、放映権の価値
は全体的にさらに上がるかもしれない。ど
ちらにしても、スポーツコンテンツの人気
が高い限り、スポーツプロパティは、旧チャ
ネルと新規チャネルの両方で消費者に対
応し、収益を最大化する必要がある。

Vincent Gaillard氏
CEO, European 
Professional Club Rugby

同じ地域内でもさまざまなチャネル
の組み合わせに対応するため、放
映権のパッケージと構造は、さらに
複雑化すると予想される。権利所有
者は、経営および財務の観点から。
この新しい現実に適応しなければ
ならない。前途は多難である。

PwCスポーツ産業調査2018  |  23 



Sports media : 従来の考えを捨て、新しいアイデアを受け入れるべきか？

思い込みか現実か： 
「生放送」は徐々に消える？

先の「思い込みか現実か」のセクショ
ンで述べたように、若者は従来型のテレ
ビからオンライン画面へと明らかに移行
している。今、自問しなければならない

上記のデータを見ると、51歳以上の
64％がオンライン画面でスポーツ生中継
を見ている。これは、高い年齢層も新し
い視聴方法に適応していることを示す。
しかし、生でないコンテンツをオンライ
ンで視聴しているのは、51歳以上の消費
者の4分の1未満にすぎない。おそらく高
い年齢層の大半は、生で「満足」し、イ
ベントが終わった後は視聴する必要を感
じていないのだろう。これは、高い年齢
層が、従来のテレビで視聴するのと同様
にデジタルでスポーツ生中継を視聴して
いるという仮説を裏づける。つまり、チャ
ンネルを合わせ、時間を取って、最初か
ら最後まで観るということだ。

のは、ライブコンテンツが従来のテレビ
と同程度にオンラインで消費されるかど
うかだ。生放送は持続するだろうか？ 視
聴者はライブコンテンツからも離れてい

若い世代の状況はかなり異なる。まず、
35歳までの人の80％以上がオンライン
画面でスポーツの生中継を観るという結
果は、依然として生中継が重要であるこ
とを実証しており、スポーツ業界は安堵
するだろう。しかし、ただ喜んではいら
れない。同じ年齢層のさらに多くの割合
が、生中継以外のコンテンツも観ると回
答しているからだ。これは、年齢層によっ
て消費パターンが全く異なることを示し
ている。

PwCの仮説では、35歳以下の視聴者も
生中継を観ることは観るが、36歳以上の
人ほど熱心には観ていないようである。
例えば米国のテレビ視聴者を考えてみよ

るのだろうか、それとも単に消費チャネ
ルだけの変化だろうか？ 簡単な答えは 
ない。

う。eMarketerが発表した最近のデータ
では、70％以上の人がテレビと同時に別
の画面を使用している。91％はテレビを
見ながらスマートフォンを使用し、74％
は別の画面でテレビの内容と関係のない
コンテンツを消費している。35歳以下の
視聴者はよそ見をしながら生中継を視聴
し、36歳以上より時間も短い。あるいは
最も盛り上がる、話題になっている、あ
るいは必見のコンテンツだけを視聴する。

出典：IRIS Intelligence｜Market Research - 02/2018 - CAWI - Survey N = 1,024 – （16歳-65歳）
回答者：15の市場より選定
オンライン視聴=携帯電話（スマートフォン）、ラップトップPC、デスクトップPC、タブレット

16-20歳

21-25歳

26-35歳

36-50歳

生放送のスポーツ 生放送以外のスポーツ

51-65歳

90%

87%

80%

72%

64%

95%

92%

87%

36%

24%

スポーツは、視聴者が従来型のテ
レビに、あるいは特定の時間にデ
ジタルデバイスにスイッチを入れる
最後の理由だろう。

データ提供：IRIS（Intelligent Research in Sponsoring）
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オンライン画面でスポーツ視聴する際の、コンテンツ種別の違い 
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スポーツは、視聴者が従来型のテレビ
に、あるいは特定の時間にデジタルデバ
イスにスイッチを入れる最後の理由だろ
う。しかし、オンデマンドが視聴者の生
活に普及するにつれ、特定の時間にコン
テンツを視聴しようと思わせるためには、
非常に高いクオリティーとエンゲージメ

ントが必要となる。このことは、スポー
ツ生放送のストリーミングに望ましい機
能について、このほど25の市場で実施し
た調査でも裏づけられた。18歳～ 35歳
は、18歳～ 65歳の幅広い年齢層で集計
した場合より、はるかに多くを期待して
いる（上記グラフ参照）。

ここでの要点は何だろうか？ 今後、生
中継の観客を獲得するのは、競技場の内
外で最も革新的であり、生中継の環境に
オンデマンドのバラエティーとパーソナ
リゼーションを統合しつつ、ソーシャル
メディアでの会話へのシームレスな移行
を提供する者となるだろう。

思い込みか現実か：
「生放送」は徐々に消える？

 ...ファンを椅子に座らせておける限り

出典：IRIS Intelligence｜Market Research - 12/2017 - CAWI - Survey N = 1,024（18-65歳）、N = 322（18歳-35歳）
回答者：25の市場より選定

選手の統計や情報を得る

複数のデバイスを用い、複数の試合を観戦する

VRを活用しさまざまな角度から観戦可能な機能

ロッカールームやサイドラインの 
様子をうかがえるコンテンツの充実

記者会見の様子を見られる機能

選手やコーチ等とリアルタイムに 
コミュニケーションをする機能

他の視聴者とのコミュニケーション

ソーシャルメディアを通じた 
特別なコンテンツへのアクセス

得点や試合結果を予想するゲームへの参加

54
36

48
36

45
30

36
22

29
21

34
21

40
17

29
16

21
15

18歳～65歳

18歳～35歳

判決：
思い込み

PwCスポーツ産業調査2018  |  25 

スポーツの生放送ストリーミングへ将来的に搭載を要望するサービス（2017年調査） 
回答の割合



Sports sponsorship : デジタル時代における投資対効果

Sports sponsorship :  
デジタル時代における投資対効果

Stefanie Vogel

スポンサー企業は、今後3～5年
間、ROI（投資対効果）の向上に
力を注ぐ必要がある。当社は、ス
ポーツ業界のリーダーに対し、ス
ポンサー企業の幹部が消費者行
動の継続的変化についてどのよう
に考えているのか、今後スポン
サーシップの価値がどのように変
化するかについて調査を実施し
た。スポーツ業界のリーダーの回
答はどうだろうか？ スポンサー企
業はミレニアル世代の行動変化に
追いつけておらず、ファンを知り
パーソナライズすることが将来の
スポンサーシップの青写真として
重要であるということが理解でき
ていないように見受けられる。

消費者の行動変化に追いつけないスポンサー企業

業界リーダーの半数以上（56.3％）は、
世界のスポンサーの経営幹部がスポーツ
放映に関する消費者行動の変化を全く、
または部分的にしか認識していないと考
えている。スポンサーは一般に、自社が
スポンサーを務めるイベントの視聴者に
影響を与える能力について自信を持って
いる。しかしながら、何百万米ドルもの
価値を持つであろう問い、例えば、イベ
ントについてオンラインで会話している
多くのファンとどのようにつながること
ができるのか、そして、どうすればその
会話に関与できるのだろうか、といった
問いに答えは出ていない。こうした問い
への一つの答えは、スポンサーシップと
メディアの統合にあると当社は考えてい
る。つまり、スポンサーの目線からコン
テンツを創造することが差別化のポイン
トとなる。

スポンサーがスポンサーシップパッ
ケージを買い、看板用のアートワークを
送り、利益を出すのを待っていれば済む
という時代は明らかに終わった。今後は、
価値を生成するデジタルコンテンツ戦略
を具体的なスポーツプロパティに応じて
開発することが重要となる。従来に比べ、
そのような戦略には、斬新なアイデアを

採り入れ、当初の実施段階では強い信念
を持って全力で取り組む必要があるかも
しれない。ミレニアル世代が役員会にい
ることはほとんどない。したがってスポ
ンサーシップマネージャーは、確固たる
根拠を準備して、そのような革新的なア
イデアの実行を経営幹部に訴える必要が
ある。

さまざまなシューズブランド（Nike、
adidas、Under Armour、そして既成概
念を打ち砕くようなBig Baller Brand）が、
ビデオゲーム「NBA 2K」に積極的に取
り組んでいるのは良い例である。ブラン
ド入りのシューズを履くのは、もはや選
手だけではない。ユーザーは自分の選手
を作成し、いずれかのブランドとスポン
サー契約を結ばせることができる。これ
は、顧客ロイヤリティを生み出す斬新な
方法である。お気に入りのNBA選手が
コート上で特定のブランドのシューズを
履くだけでなく、自分で作成した選手が
ビデオゲームの中でそのブランドを身に
着けることで愛着が生まれる。

そのような戦略を効果的に実行するに
は、ブランドが組織内に残っているマー
ケティングとスポンサーシップのサイロ
化を解消し、協力を促進してリソースを
有効に活用する必要がある。スポーツプ
ロパティとの関係においてROIを高める
には、統合戦略と積極的な活用を通じて
スポンサーシップから最大限の利益を引
き出すしか道はない。

スポンサーがスポンサーシップパッ
ケージを買うだけで済むという時代
は明らかに終わった。
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スポンサーは「理解」している？

部分的に理解しているが、 
動きは遅い

まだ理解していないが、 
良い兆候がみられる

全く理解して 
いないし、先は長い

分からない／ 
回答できない 十分に理解し、最優先事項と考えている

はい、理解して行動を 
開始している

はい、ただし方向性は 
理解していない

28.3%

16.5%

1.2%

17.7%17.4%

10.6%

56.3%... 
あまり理解していない

35.4%... 
はい、 
理解している

8.3%

出典：PwC分析, N = 407
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一般にスポンサーの経営幹部は、スポーツ放映に関する消費者行動の変化を十分に理解しているだろうか？ 
回答者の割合（選択は一つ）



Sports sponsorship : デジタル時代における投資対効果

ミレニアル世代の消費者と 
どうつながるべきか

デジタルメディアの視聴が増えるとと
もに、スポンサーの優先事項は変化して
いる。ミレニアル世代は異なる形でブラ
ンド企業と接する。彼らの優先事項は信
頼性とアイデンティティーである。マス
メディアに登場することは依然として重
要だが、ブランドは、スポンサーシップ
の契約が多くの面で有効なエンゲージメ
ントにつながるよう、他にも多くの要素
を検討する必要がある。

うれしいことに、ミレニアル世代は、
高度なエンゲージメントを求める積極的
な消費者である。ファン、チーム、選手
が生成したコンテンツは急速に増え、
Bleacher Reportなどの企業は、人気の
ユーザー生成コンテンツ／ソーシャルメ
ディアアカウントの買収に助けられて正
当なスポーツコンテンツチャネルになり
つつある。こうして双方向コミュニケー
ションが可能なコンテンツにアクセスで
きることは、現代のスポーツファンのエ
ンゲージメントにとって重要である。

メディアの消費方法も変化し、チャネ
ルやデバイスの断片化が進んでいる。従
来のテレビに代わってオンラインでの消
費が増え、オンデマンドで消費できるメ
ディアの種類（ハイライト、データ／統 
計、舞台裏コンテンツ、選手やファンの
個人的な投稿）の増加がそれに拍車をか
けている。これは困難でもあり、チャン
スでもある。消費者には無数のコンテン
ツの選択肢があり、ブランドが目立つの
を難しくしているが、逆にブランドにとっ
てメッセージを発信するチャンスも無数
にあるからである。
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パーソナライズされた 
コンテンツが主役

こうした難しい環境でROIを最大化す
るために、スポンサーの戦略では何を重
視すべきだろうか？ 回答者の4分の3近く
は、ファン／顧客のターゲティングのパー
ソナライズ（CRMデータの改善）が間違
いなく優先事項だと回答している。これ
は当然のことだ。現代のスポーツスポン
サーシップ界の「決め手」は、ファンが
誰かを知り、顧客の好みを把握するとと
もに、その知識を利益に変える有効な方
法を見つけることだからである。

ここで特に興味深いのは、バーチャル
広告の成長である。今年3月にSupponor
の技術が品質試験に合格し、ドイツの
サッカーリーグが国際的な配信に向けて
今季から導入している。スポーツ生中継
がオンラインに移行するにつれ、権利所
有者は、今のブランドが期待するレベル
の顧客ターゲティングを提供できるよう
になる。大詰めは、複数のタッチポイン
ト（ソーシャルメディアの利用、発券、マー
チャンダイジングなど）のデータを統合
し、ファンのプロファイルを作成してリ
アルタイムのターゲティングに役立てる
ことだ。

これがどのように権利所有者のスポン
サーシップ戦略に影響するのだろう？  
パーソナライズしたコンテンツの価値が
上がるにつれ、PwCはスポンサーシップ
関係が高度に進化すると考えている。権
利所有者は、独自の方法でファンに到達
およびエンゲージしたいブランドのグ
ループに対し、オーダーメードのパッケー
ジを提供するようになるだろう。同時に、
権利所有者は、特定の地域や特定のオー

ディエンスプロファイルに注目されるこ
とを望むブランドを引きつけようと、現
在は他のメディアチャネルでしかできな
いターゲットを絞ったタイプの到達方法
を提供しようとするかもしれない。この
ような観点で見れば、未来のスポンサー
は、権利所有者の真の「パートナー」へ
と変貌し、スポーツに関する戦略的な問
題を扱うようになると期待される。

出典：PwC分析, N = 407

放映者のために 
ブランディングされた 

コンテンツ

パーソナライズされたファン
／顧客向けコンテンツ 

（改善されたCRMデータに
よる）

権利保有者のために 
ブランディングされた 

コンテンツ

1

2 2

73%

46.7% 46.7%

Peter Hutton氏
Director of Global Live 
Sports Partnerships and 
Programming, Facebook

権利所有者は、メディアコンテン
ツを独立した収入源というより、
チケットやグッズを販売し、ブラン
ドロイヤリティを構築するための
マーケティング戦略の一環と考
え始めるべきである。
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スポンサーがROIを向上させるうえで注目すべき領域 Top3 （回答率が高い順） 
回答の割合、三つまで選択可能



Jérôme de Chaunac氏
Managing Director, Paris Saint-
Germain, Americas

選手と緊密に協力し、アクセスを促
進してアクティベーションを最適化
することは、現在のスポンサーが求
める世界的なエンゲージメントを
高めるために必須です。

Sports sponsorship : デジタル時代における投資対効果

全てはファンの 
ために

スポンサーまたは権利所有者のいずれ
のデジタルチャネル上であれ、ブランド
入りのコンテンツも、スポンサーがROI
を高めるために力を入れるべきだと回答
者が考えている分野である。これは、全
ての関係者がコンテンツに関与する必要
があり、最も魅力的で信頼性の高いコン
テンツを持つ者が勝つという当社の考え
を裏づけている。

この新しい現実において、スポーツプ
ロパティはコンテンツ管理の方法に大規
模な変更を加えている。もはや旧来型の
一方通行のコンテンツを制作するだけ
で、スポンサーに付加価値を生成するこ
とはできない。スポーツに関与すること
により、ブランドは、強力で、分かりや
すく、信頼性の高いブランドアイデンティ
ティーを構築し、ターゲットとする消費
者に訴求したいと考えている。これは、
スポーツの中核的資産、すなわちチーム、
選手、彼らの物語と価値、そして何より
もファンを管理し、アクセスすることを
意味するようになるだろう。

このトレンドには、ファン目線でスポー
ツイベント前後のコンテンツを集めること
を重視したプラットフォームが適してい
る。スポンサーにとっては、より多様で継
続的な形でエンゲージする待望のプラッ
トフォームである（COPA90、Dugoutな
ど）。

また、ここで指摘すべき点として、ス
ポンサーがEコマースを通じたコンバー
ジョンに力を入れるべきだと考える回答
者が23.4％しかいないことだ。Eコマー
スが優勢の小売業界において、当社はこ
れがもっと優先されても良いと考える。
確かに、どんなスポンサーシップパッケー
ジでも、主要機能として、視聴者をスポ
ンサーの製品やサービスの購入に導く
コールトゥアクションを備えているべき
である。ハイネケンの有名なUEFAチャン
ピオンズリーグキャンペーン「Share the 
Drama」では、例えばファンがハイネケ
ンのビール6缶パックを買い、WhatsApp
で個人情報を提供すれば、プレゼントに
応募できた。Amazonがビール6缶パック
をドローンで届けてくれるのも、まもな
くそれほど非現実的ではなくなるかもし
れない。同社はこのほど、2018年アイア
ンマン世界選手権大会のタイトルスポン
サーとなり、さらに重要なこととして、
イベントの公式スポーツ栄養小売業者と
なることを決定したからである。

これは、全ての関係者がコンテンツ
に関与する必要があり、最も魅力的
で信頼性の高いコンテンツを持つ
者が勝つ。
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大まかに言えば、世界的なスポンサー
シップ権の変化は、放映権の変化に類似

し、二つの収益ストリームは本質的には
同様の動きを見せるものと予想される。

スポーツ業界のリーダーは、今後のス
ポンサーシップの価値について、無限に
成長する（30.7％）という意見で一致し

（放映権は34.2％）、中期～長期的に低下
すると回答した割合は少ない（2022年、
2026年、2030年にスポンサーシップ権
の価値がピークに達し、それ以降は低下
するという回答は合計で16.5％、放映権
は24.4％）。

市場がどこかで安定し、横ばいになる
と考えている回答者はスポンサーシップ
権 に つ い て27.5 ％、 放 映 権 に つ い て
21.4％であることも考えれば、全体とし
てスポンサーシップの価値のほうが放映
権より将来的にやや安定していると思わ
れている。

権利の価値がどう変化しようと、スポ
ンサーの価値に対する認識には根本的な
変化が生じている。それによってスポン
サーがスポンサー関係に何を求めるかも
変化しており、そのニーズを満たせるか
どうかは権利所有者にかかっている。

今後のスポンサーシップの価値に 
ついても明確な答えはない、だが 
放映権の価値より安定的

出典：PwC分析, N = 407

永続的に成長

短期的に低下し、その後再成長

分からない／未回答

30.7%

7.9%

5.7%
2.9%

11.8%

13.5%
27.5%

2022年にピークを迎え、 
その後低下

2026年にピークを迎え、 
その後低下

2030年に 
ピークを迎え、 

その後低下

どこかで安定して 
横ばいに

16.5%
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世界におけるスポーツスポンサーシップ権利の価値の見通し 
回答の割合、選択は一つ
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Esports : 本物のビジネスとなるeスポーツ

Esports : 
本物のビジネスとなるeスポーツ

Clive Reeves

PwCがeスポーツに関する調査とし
てとりまとめた項目は主に「従来
型スポーツがeスポーツから学べ
ることは何か」、「eスポーツはオリ
ンピック競技に含まれるべきか」、

「従来型スポーツチームがeスポー
ツの発展の機会を生かして取り組
むべきことは何か」である。また、
従来型スポーツがeスポーツ市場
に参入をためらっている主な理由
についても尋ねた。回答結果が示
す結論として、eスポーツは既に無
視できる存在ではないことが明ら
かであり、従来型スポーツ組織が
取るべきアクションは、急速に成
長を続けるeスポーツ市場参入に
向けた戦略を策定することである。

ブームに乗って

2018年、業界がさらなる成熟の兆候を
見せると同時に、eスポーツブームが勢い
を増した。過去1年間、発売元（Blizzard 
Entertainment、Riot Gamesなど）はフラ
ンチャイズリーグを発表、従来型スポー
ツ（NBA、F1など）はeスポーツ大会を開
催、主流放送局（ESPN、Sky Sportsなど）
はeスポーツ番組の放映を開始した。この
ような発展は、2018年には8億490万米ド
ル規模に達する（2017年比で29.8％増）
というeスポーツ経済の予測を裏づけるも
のである。飛躍を支えるのは、地域的ブ
ランド、あるいは増加中の非地域的ブラ
ンドによる直接的（スポンサーシップとス
トリーミング広告）および間接的（放映権）
な投資である。

放映権は、2018年に前年比49.6％とい
う急成長を遂げる収益ストリームと予想
されている。規模の点では既にトップの
収益ストリームであるスポンサーシップも
24.8％の成長が見込まれる。

将来に関して、PwCの最新版「グロー
バルエンターテインメント&メディアアウ
トルック」のデータによると、世界のeス
ポーツ収益の年平均成長率（CAGR）は
18.4％となり、2022年にその収益は158
万米ドルに達すると予想している。この
成長の要因は、スポンサーシップ（5億米
ドル、総収益の31.7％）、僅差で続いて放
映権（4.49億米ドル、総収益の28.4％で、
スポンサーシップとの差を縮めている）、
そしてストリーミング広告（3.16億米ドル、
総収益の20％）である。「展望」で測定し
た5つの収益ストリームのうち、最も成長
が遅いのが消費者による貢献で、eスポー
ツイベントのゲーム内アイテムとバー
チャル参加するためのバトルパスの売り
上げを含む。それでも2017年～ 2022年
の年平均成長率は12.7％である。

過去1年間で最も成長率の高かっ
た収益源は放映権であり、2017年
と比較して49.6％の成長が予想さ
れる。
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2018年 2022年

18.4% 
年平均
成長率

消費者の貢献

放映権

スポンサーシップ

ストリーミング広告

消費者向けチケット売上

805

1580

放映権

スポンサーシップ

ストリーミング広告

消費者向けチケット売上
消費者の貢献

181

277

163

55
129

出典：PwC, Informa Telecoms & Media, Ovum

出典：PwC, Informa Telecoms & Media, Ovum

eスポーツの主な収益源（2018年） 
米ドル（百万）

世界のeスポーツ収益展望（2018年～ 2022年） 
米ドル（百万）



出典：PwC分析, N = 404

いいえ、なぜなら 
eスポーツはオリンピックとは 
別に発展すべきである

分からない／未回答

いいえ、eスポーツは 
“スポーツ”として 
認められない

まずは競技連盟を 
設立することが 

先である

はい、eスポーツは 
今すぐオリンピック競技に 

含まれるべきである

29%

28%

26.7%

10.4%

5.9%

Esports : 本物のビジネスとなるeスポーツ

eスポーツは 
オリンピック競技か

2017年10月に実施された第6回オリン
ピックサミットの後、国際オリンピック委
員会は、eスポーツを「スポーツ活動」と
認め、「この分野をさらに深く検討し、い
ずれオリンピックムーブメント関係者と 
協議する」ことを求めた。これにより、
2024年パリ・オリンピック組織委員会に
よって広く提案されているeスポーツのオ
リンピック競技化について、論争がさらに
激化し、2018年7月21日にはIOCと国際ス
ポーツ連盟機構（GAISF）による「eスポー
ツフォーラム」が開催された。

PwC調査の回答者に限って言えば、圧
倒的多数の83.7％が、（まだ）オリンピッ
クにeスポーツを含めるべきではないと考
えている。その理由は、eスポーツは独自
に発展すべきである（29％）、eスポーツ
はスポーツではない（28％）、eスポーツ
にはオリンピック競技を目指す前に競技
組織が必要（26.7％）に分かれる。この
三つは、前述のeスポーツフォーラムでも
大きな論点となり、暴力的な内容を含むe
スポーツがオリンピックの理念と相いれ
るのかどうかも長く議論された。

34  |  PwCスポーツ産業調査2018

eスポーツはオリンピック競技に含まれるべきか？ 
回答者の割合（選択は一つ）



出典：PwC分析, N = 404

ファンやコミュニティとのエンゲージメント

革新的な競技形式

魅力的なコンテンツの創出

世界中のオーディエンスへのアプローチ

チームブランディングの確立

73.8%        

45.5%

39.9%

38.4%

12.6%

見事な 
ファンエンゲージメント

このような結果は、当面、eスポーツが
まだ従来のスポーツとは区別されること
を示している。eスポーツは、特に若い世
代の間で、多くの意味で競合する娯楽で
はあるが、健全に共存できることは間違
いない。実際に回答者は、従来のスポー
ツにおいても、驚異的な成長を見せるeス
ポーツから、特にファンやコミュニティと
のエンゲージメントについて多くを学ぶこ
とができると考えている（73.8％）。

従来のスポーツは、競技形式の革新
（45.5％）、魅力的なコンテンツの作成
（39.9％）、世界中のオーディエンスへの
到達（38.4％）の面でも、eスポーツから
学ぶことがあると考えられている。これら
は全て、ファンとのエンゲージメントやコ
ミュニティの構築を促進する。eスポーツ
は本質的に、若くて可処分所得の多いデ
ジタルネイティブのファンを引きつける

が、そのファン層のエンゲージメントを維
持することでも明らかに優れている。従
来のスポーツのほとんどにおいて視聴者
が高齢化していることを考えれば、この
点は注目に値する。

例えば、NBAとビデオゲーム会社の
Take-Two Interactiveが提携したNBA 2K 
Leagueが第2シーズンに入るにあたり、コ
ミッショナーのAdam Silver氏は、NBA自
体がeスポーツの放映スタイルに適応する
方法を見つけるべきだと繰り返し語って
いる。これには、音声と動画のフィード分
離、コメントなどのファンとの交流、リア
ルタイムの統計分析、2画面体験の利用
などがある。どの手法を導入するかはま
だ決定されていないが、これらの多くは
権利がそれほど制限されていない国際市
場でテストされると思われ（米国のデジ
タル権は2024 ～ 2025年のシーズンの契
約）、試合に対する関心は高まっている。
新しいトレンドに適応するNBAの実績を
見れば、今後の動向を慎重に追う価値は
あるだろう。

Peter Warman氏（NewzooのCEO）
の経営上の見解

従来のスポーツとゲームには、多く
の類似点と相違点があり、双方が多く
を互いから学ぶことができる。

すでにスポーツ業界にはデジタルス
トリーミングが普及しつつある。スポー
ツ企業は、新しい形のエンゲージメン
トと直販（D2C）のビジネスモデルを
実験しているだけでなく、ゲーム業界
全体をアイデアの源と考えている。特
に従来のスポーツは、eスポーツと多
くの類似点を持つ分野であり、貴重な
教訓を数多く得ることができる。

このため、私は、スポーツコンテン
ツの開発、配布、収益化にさらなる革
新が起きると期待している。原動力と
なるのは、あらゆる形態のエンターテ
インメントに関して、これまでの世代
とは全く異なる期待を持つ現代の若い
消費者だ。

同時にeスポーツは、特に業界の運
営に関して、従来のスポーツから多く
を学ぶことができる。これまでゲーム
会社は、視聴者から収益を得ることを
ほとんど考えて来なかった。ここでは、
従来のスポーツ企業に指針を見出すこ
とになるだろう。今後、コンテンツ権
の取引は、eスポーツの最も急速に成
長する収益ストリームになると期待さ
れる。

私は、eスポーツ企業にも従来のス
ポーツ企業にも、互いの違いを理解し、
認めれば、明るい未来があると思う。
特に、互いの業界の成功と失敗から学
ぶことが重要だ。

PwCスポーツ産業調査2018  |  35 

従来のスポーツがeスポーツから学ぶことができることTop 5 
回答者の割合、三つまで選択可
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Esports : 本物のビジネスとなるeスポーツ

eスポーツはもはや無視できない存在、 
今後どう進むべきか

参入に向けた 
戦略の策定

eスポーツには参入しない

分からない、未回答

判断を下すには 
時期尚早

70.5%

7.2% 17.9%

4.5%

出典：PwC分析, N = 403

eスポーツに参入すべきかどうかという
問いに対し、回答者の70.5％は市場参入
に向けた戦略を策定する、17.9％は判断
を下すには時期早々、4.5％のみが参入に
反対と回答した。

従来型スポーツはeスポーツにおいて何をすべきか 
回答者の割合（選択は一つ）
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出典：PwC分析, N = 374

ビジネスモデルの理解不足

オーディエンスや文化の理解不足

エコシステムの未成熟

66.6%        

61.8%

37.7%

自身と関連性の高い種目のeスポーツ 
チームを設立（サッカーチームで 

あればFIFA 18等）

既存のeスポーツチームの買収 
またはパートナーシップ締結

独立したeスポーツブランドの展開

全く新しいファン層をターゲット

競技に拘らずさまざまな種目のeスポーツ 
チームを設立（League of Legends,  
Dota 2, Counter-Strike等）

eスポーツ事業の新規立ち上げ

自身のブランドをeスポーツに拡大

従来のファン層をターゲット

64%

74%

84%

83%

36%

26%

16%

17%

出典：PwC分析, N = 220-267

これほど大部分の人がeスポーツを無
視できないと考えているのに、なぜ市場
参入をためらっているのだろう？ 回答者
によれば、ビジネスモデルの理解不足

（66.6％）、オーディエンスや文化の理解
不足（61.8％）、エコシステムの未成熟

（37.7％）が最大の要因である。

さらに一歩進んで私たちは、従来のス
ポーツがeスポーツ市場に参入する際に、
トレードオフとなるであろういくつかの
戦略について、どちらがより適切と考え
るかを回答者に尋ねた。この結果を見る
と、回答者は低いリスクでeスポーツ市場
に参入したいと考えており、慎重な姿勢
がうかがわれる。

北米やアジアなど、より成熟したeス

ポーツ市場では積極的な姿勢がみられる
が、この全体像は、欧州のスポーツチー
ムがeスポーツにこれまで保守的であると
いう当社の見解と一致している。

eスポーツの継続的な成長は、従来の
スポーツ組織に戦略的な難題を投げかけ
ており、多くの経営幹部が次に何をすべ
きかを議論している。そのような立場に
ある者にとって、eスポーツに対して信用

ある立場を取るには、十分な情報を得る
ことが重要である。それが、各法人のビ
ジネスコンテキストと全体的な商業戦略
に最も適した戦略開発の土台となる。eス
ポーツが成熟し、成長するにつれ、もは
や見過ごすことはできなくなった。どの
ように関与していくべきか、今こそ検討
するべきである。

従来型スポーツがeスポーツに参入しない理由 Top 3 
回答者の割合、三つまで選択可

従来型スポーツのeスポーツ参入における戦略的トレードオフ 
回答者の割合、トレードオフにつき各質問においていずれかの回答を選択



国内調査結果Summary

本調査では、日本国内のスポーツ産業
関係者にも多数の回答をいただいてお
り、日本国内単独で見た場合の調査結果
とグローバルの調査結果の対比により一
定の示唆が得られることが期待される。
以下では、スポーツ産業における成長期
待・環境の変化・eスポーツというテー
マについてどのような傾向が見えるのか
を整理する。

スポーツ産業における成長期待：
収益構造の成長に関しては、グローバ

ルの調査結果と比べ多少数値の幅はある
ものの、デジタルメディア権利が突出し
ている点など、その傾向は大きく変わら
ない。これは、ここ数年、日本において
もNetflix、Hulu、DAZNなどのデジタル
メディア企業が台頭しており、こうした
影響が少なからずスポーツ産業にも及ん
でいることを示すものと考えられる。

また、今後収益増加が見込まれるス
ポーツに関しては、eスポーツが首位であ
る点はグローバルと変わらないが、一方
で大衆参加型スポーツが2位に入ってい
る点に注目したい。2007年に第1回東京
マラソンが開催されたのち、全国各地で
市民マラソン大会が増え続け、その大会
数は10年前の3倍以上とも言われている。
一部報道などでは、こうして増え続けた
結果、集客に難航する大会なども出てき
ているようだが、今回の調査結果からは
さらなる成長を期待する声が大きいとい
うことが分かる。

 グローバル　N= 353-419

 日本　N=32-36

 グローバル　N= 377-414

 日本　N=24-31

デジタル
メディアの権利

スポンサーシップ 
および広告

ライセンス
および物販

参加費（大衆参
加型スポーツ）

チケット販売
および法人契約

従来の
テレビ放映権

11.5%

9.9%

5.5%

7.2%

4.8% 5.3%
4.4% 4.3% 3.8% 4.3%

3.2%

1.1%

Japan's Perspective

100

100

81.7

80.1

83.8

82.3

74.9

78.4

68.6

75.2

64.4

63.2

1
2
3
4
5
6

eスポーツ

eスポーツ

ラグビー

ラグビー

ボクシング／格闘技

自転車

大衆参加型スポーツ

バスケットボール

バスケットボール

サッカー

サッカー

大衆参加型スポーツ
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収益源ごとによる期待される今後３年～５年の年間成長率

世界的に収益増加が見込まれるスポーツ（上位6種目）

出典：PwC分析

出典：PwC分析

本稿で示したスポーツ産業における環境の変化について、日本の関係者はどのように見ているのだろ
うか。グローバルと日本国内の調査結果の対比に加え、本稿でも度々言及されている「若い消費者層」
へのワークショップ・インタビュー結果に基づき考察を行いたい。

Japan's Perspective



環境の変化：
スポーツ産業が直面する脅威について

も、個々の選択肢の割合の多寡は異なる
ものの、若い消費者層の行動変化を最大
の脅威とする点など、その傾向は日本に
おいても変わらない結果となった。これ
は、日本国内におけるメディアの平均利
用時間に係る調査からもその傾向がみら
れ、10-20代においてネットの利用時間
がテレビ（リアルタイム）視聴時間を大
幅に上回る結果となっている。

eスポーツ：
eスポーツはオリンピック競技に含まれ

るべきか、という設問に対する回答とし
て現時点ではネガティブな反応が大勢を
占めている点については、日本において
も変わらない傾向となっている。ただ、
その内訳をみていくと、現時点において
のみならず将来においても拒絶する回答

（「いいえ、別に発展すべきである」「いい
え、『スポーツ』として認められない」の
合計）が77.1%と、グローバル（57.0%）
と比しても高い傾向を示している。eス
ポーツは、日本においても2019年に茨城
県で開催される国民体育大会と同時期に
全国都道府県対抗の大会が開催されるな
ど、一定の盛り上がりを見せているもの
の、スポーツ産業の一部として発展して
いくのにはまだ時間を要することが想定
される。

テレビ
（リアルタイム）

視聴時間

ネット
利用時間

40代
108.3

150.3

20代
161.4

91.8

10代
128.8

73.3

60代
38.1

252.9

50代
77.1

202

30代
120.4
121.6

全年代
100.4

159.4

71.8%

54.2%

32.5%

31.4%

58.7%

47.8%

28.3%

21.7%
 グローバル　N=443

 日本　N=46

グローバル
N=404

日本
N=35

29%

28%

26.7%

62.9%

14.3%

14.3%
10.4%

5.9% 5.7%
2.9%

 �いいえ、別に発展す
べきである

 �いいえ、『スポーツ』
として認められない

 �競技連盟の設立が先

 はい、含まれるべき

 分からない／未回答

出典：PwC分析

若い消費者層の行動変化

（スポーツ以外の）代替
エンターテインメントの利用

スポーツコンテンツへの支
払い意欲の低下

競技団体への不信
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業界の脅威

［平日1日］主なメディアの平均利用時間（全年代・年代別）（分）

出典：「平成29年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査 報告書」
　　　（平成30年7月 総務省情報通信政策研究所）

出典：PwC分析

eスポーツはオリンピック競技に含まれるべきか？



「若い消費者層」の意識

今回のThought Leadershipの発刊にあ
たり、いわゆるミレニアル世代である20
代の学生20名に対し、ワークショップお
よびアンケート調査を実施した。そこで
得られた意見についてまとめる。

ワークショップは、いくつかのグルー
プに分かれディスカッションする形で進
められた。このディスカッションの中で
は、スポーツに対する考え方や今後成長
すると考えるスポーツ、eスポーツについ
てなどさまざまなテーマについて議論さ
れた。

成長するスポーツは何か：
グローバルの調査結果では、eスポー

ツが首位、その下にサッカー・バスケッ
トボール・大衆参加型スポーツという順
であったが、今回のワークショップにお
いては、いわゆるこうしたメジャース
ポーツはほとんど対象に上がることがな
く、ボルダリングや卓球、パラスポーツ、
ヒップホップなどのダンスカルチャーな
どが成長するスポーツとして挙げられて
いた。卓球については昨今のTリーグの
開幕の影響がみられることに加え、ボル
ダリング・パラスポーツ・ダンスカル
チャーについては性別・年齢などを問わ
ず誰でも楽しめるという多様性を評価す
る声が大きかった。
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主要キーワード：各ワークショップのフリップボードをもとにPwC作成 
下線は最も成長するとしたスポーツ

ボードA
ボルダリング
バドミントン
卓球
テニス
サーフィン
サッカー
フィギュアスケート

ボードB
卓球
ランニング
Wiiスポーツ
テニス
ズンバ

ボードC
ボルダリング
テニス
チェイスタグ
ドローンレース
ハンドボール

ボードD
ヒップホップ
テニス
ボルダリング
クリケット
卓球

ボードE
生涯スポーツ

（登山、スキー、
ヒップホップ、
ゴルフ、
ダイビング）

ボードF
卓球
eスポーツ
サッカー
バスケットボール
Winter Sports
フェンシング
ラグビー
パラスポーツ

Japan's Perspective

出典：ワークショップのフリップボードをもとにPwC作成



eスポーツについて：
eスポーツはスポーツと言えるのか、

さらにはオリンピック競技に採用される
べきかについて、ワークショップならび
にアンケート形式にて調査を行った。グ
ローバルの調査結果では実に8割以上が
オリンピック競技に含めるべきではない
と回答しているのに対し、今回のアン
ケート調査では賛成／反対意見がほぼ同
じという結果になった。賛成意見は、将
棋・囲碁・チェスなどのマインドスポー
ツが存在することや既にアジア競技大会
での採用を根拠とする一方、反対意見は
身体を動かさないことやその文化や性質

（暴力的表現など）を論拠としている。
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eスポーツはオリンピック競技に採用されるべきか：アンケート結果よりPwC作成 
（主な回答のみ）

・�従来のスポーツと遜色な
い。かつ人々を熱狂させる
ことができるから

・�アジア競技大会でも採用
されているから

・�経済的な理由により採用
されるべき

・�スポーツゲームを採用する
ことでリアルスポーツにも
良い影響があるから

Yes
10件

・�競技の公平性、平和性の
確保が難しい

・�オリンピックの目的・意義
にそぐわないから

・�フィジカルを使わない競技
であるため

・�既存のスポーツと性質（利
害関係、ルール等）が違い
すぎる

No
10件

出典：アンケート結果よりPwC作成



考察

スポーツ産業市場の見通しについて：
昨今、GAFAをはじめとするテクノロ

ジー企業がその豊富な資金力を背景にデ
ジタルスポーツ放映権市場に参入する事
例が相次いでいる。Amazonが英国の 
サッカープレミアリーグの放映権を取得
し、GoogleおよびYouTubeもNBA、MLB
といった米メジャースポーツをコンテン
ツとして揃えている。欧米各国ではこう
した影響を直接的に受けることもあり、
デジタルコンテンツをどう活用していっ
たらよいのかについて盛んに議論が行わ
れ て い る。 一 方、日 本 で は2016年 に
DAZNによるJリーグ放映権取得が報道さ
れたのち、他のテクノロジー企業による
主だった参入は見受けらない。

こうした状況を逆説的にみると、日本
はグローバルに売れるコンテンツを持っ
ていない、もしくは持っていたとしても
それをうまく活用できていない可能性が
ある。しかしながら、今後、日本のスポー
ツ界がさらなる成長を遂げるためには、
個々のコンテンツの質を高めていくとと
もに、アジア圏でリーダーシップをとり、
いわゆるアジアマネーを取り込むことが
カギになるのではないかと考えられる。

改めて述べるまでもなくアジア圏の
GDPは今後急成長することが予測されて
いる。PwC の予測＊では、アジア圏にお
いて2030年には中国・インド・インドネ
シアが台頭する。この３カ国だけでも、
2016年 と 比 し てGDP at MERで22,205 
USD Billion［≒2,420兆円 （109円／米ド
ル換算）］の成長が見込まれており、仮
にGDPの2%程度をスポーツ市場と仮定し
ても実に48兆円の市場が新たに生まれる
ことになる。この市場の中で、日本がい
かにして存在感を示していくかを考えて
いく必要があろう。

出典：The Long View “How will the global economic order change by 2050”（2017年）

＊The Long View “How will the global economic order change by 2050”（2017年）

42  |  PwCスポーツ産業調査2018

GDPランキング（MER、2016年基準、１０億米ドル）

GDP
（MER）
ランキング

2016年ランキング 2030年ランキング 2050年ランキング

国名 GDP
（MER） 国名 予測GDP

（MER） 国名 予測GDP
（MER）

1 米国 18,562 中国 26,499 中国 49,853

2 中国 11,392 米国 23,475 米国 34,102

3 日本 4,730 インド 7,841 インド 28,021

4 ドイツ 3,495 日本 5,468 インドネシア 7,275

5 英国 2,650 ドイツ 4,347 日本 6,779

6 フランス 2,488 英国 3,530 ブラジル 6,532

7 インド 2,251 フランス 3,186 ドイツ 6,138

8 イタリア 1,852 ブラジル 2,969 メキシコ 5,563

9 ブラジル 1,770 インドネシア 2,449 英国 5,369

10 カナダ 1,532 イタリア 2,278 ロシア 5,127

Japan's Perspective



eスポーツの現在地：
日本国内の調査結果を見る限り、eス

ポーツをオリンピック競技とする、また、
それ以前にeスポーツをスポーツ産業の
一部として共に発展していくという点に
ついて理解を得るのにはまだ時間を要す
ることが予想される。そうした意味で、
当面の間、eスポーツは独立した産業とし
て成長していく必要がある。

日本では、2018年にeスポーツに関す
る競技団体が一元化するなどの動きもあ
り、徐々にその関係者の役割や立ち位置
が明らかになりつつある。しかし、リー
グ の 運 営という意 味 ではまだEarlyス
テージ＊というのが現実であろう。現在
のeスポーツの大会、イベントの多くは
無償で観覧・公開されているものであり、
業界関係者からもこれらのコンテンツを

利益を生むコンテンツに成熟させること
の難しさが聞こえてくる。こうした収益
を拡大していくためには、ガバナンスの
構築をはじめ、関係企業などのパート
ナーの巻き込みを今後検討していく必要
があろう。

＊PwC Sports Outlook “At the gate and beyond Outlook for the sports market in North America through 2021”（2017年12月）

出典：PwC Sports Outlook（2017年12月）

リ
ー
グ
価
値
の
増
分

Early Growth Maturity

付随ビジネスの
構想核事業の

イールドマネジメント

ファンエンゲージメントの
取り組み

スタジアム・アリーナ内の
コンテンツ／インフラ投資

リーグおよび加盟クラブの
ブランディング商業権利

権利料のマネタイズ代理店

リーグ拡張リーグの
経済モデル確立

コンテンツとしての試合の充実

加盟クラブの
ビジネスモデル確立

リーグガバナンス
確立
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各ステージにおけるリーグの発展要素



注釈および出典

出典およびお問い合わせ
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